
相模原商工会議所

令和８年度

事 業 計 画 書 



相模原商工会議所 令和８年度事業計画 

地域経済と「稼ぐ力」の好循環を実現 

１．基本的な考え方 

▶背景と課題

わが国経済は、長期にわたり低インフレ・低成長が続き、賃金も低水準で伸び悩みが続いてきたが、

物価や金利は上昇へと転じ、賃上げの機運も着実に高まるなど、経済活性化に向けた条件が整いつつ

ある。 

このような状況下、国際情勢に目を向けますと、アメリカのトランプ大統領による、各国への追加

関税や中東紛争の激化が世界経済を混乱させており、その動向が大変危惧される。 

国内では、わが国企業数の 99.7%を占める中小企業は、円安・原油高に伴う原材料・エネルギー価

格等の高騰などのコストプッシュ型インフレにより、厳しい経営環境が続いている。 

併せて、人材不足や労務費の増加、さらには消費低迷など数多くの課題に直面しており、とりわけ、

最低賃金は、過去最大の上げ幅となり、中小企業・小規模事業者にとって極めて厳しい水準となって

いる。こうした中、国政においては、憲政史上初の女性総理として高市総理が誕生し、「強い経済」を

実現する総合経済対策が講じられ、重点支援地方交付金の拡充による中小・小規模事業者の経営環境

の整備、公共調達での価格転嫁促進、エネルギー・物流・観光業のコスト負担軽減など地方経済支援

が打ち出された。 

一方、相模原市においても、地方創生の実現に向け、政策の動向等を的確に捉え、地域のポテンシ

ャルを最大限に引き出す成長戦略を描いていく必要がある。しかしながら地域の中小企業において

は、売上不振、 仕入価格の上昇に対する価格転嫁の遅れ、人手不足など様々な経営課題が依然挙げら

れており、また、産業の育成や商店街活動等の地域活力の強化が求められるなど、官民を挙げて取り

組むべき諸課題が山積している。 

商工会議所には、事業者が抱える課題解決に向けた継続的な支援と、地域総合経済団体として官民

の連携促進と強い経済を実現する戦略策定が求められている。 

▶第６次中期行動計画

「第６次中期行動計画」では対象期間となる令和８年度～令和 10 年度の３か年における中期的な

計画を以下のⅠ～Ⅲのとおり定めている。令和８年度は計画の初年度として、これに基づいた事業計

画を策定する。 

《第６次中期行動計画》 期間：令和８年度～令和１０年度 

「相模原地域の絶えざる変革で地域の発展に挑む ～会員とともに行動し、更なる飛躍へ」 

Ⅰ 会員企業の繁栄のための稼ぐ力の強化 

１ 稼ぐ力の強化事業の展開 

２ 経営課題の克服 

 ３ 連携交流機能の強化 

Ⅱ 相模原地域発展による地域経済循環の推進 

１ 持続可能な地域づくり・まちづくりの促進 

 ２ 民間主導・公民共創によるまちづくりの推進 

３ 産業集積の促進 

Ⅲ 商工会議所機能の強化 

１ 組織・財政基盤の強化（会員増強・事業収入の推進） 

２ 商工会議所のプレゼンス強化 

３ 商工会議所におけるデジタル化・ＤＸの一層の推進
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２．事業の方針 

▶中小企業支援

中小企業は、物価上昇によるコスト増や人手不足、事業承継、防衛的な賃上げ等の課題に直面して

いる。この克服には、価格転嫁の浸透、省力化、デジタル化・ＤＸ推進による生産性向上、新事業展

開など、経営者の自己変革への挑戦を通じた付加価値の創出と「稼ぐ力」を支える伴走支援が求めら

れている。 

当商工会議所としては、中小企業の「稼ぐ力の強化」に向け、補助金等の施策活用支援や金融支援

を通じた相談対応に注力するとともに、省力化・デジタル活用による生産性向上と、設備投資や研究

開発・イノベーション、地域の強みを活かした創業・スタートアップなど付加価値の創造と拡大に取

り組む経営者の自己変革への挑戦を後押しする。なお、中小企業が抱える経営課題は複雑化、多様化

する傾向にあり、最適なソリューションを提供するため、行政や市内の各支援機関との連携体制をこ

れまで以上に強化し、一体となった支援事業を展開する。 

また、部会活動や会員交流など、企業間ネットワークの連携強化を図り、新たな価値の創出や受発

注促進・販路拡大事業を実施するほか、人手不足への対応については、人材確保・育成・定着に関わ

る事業の実施など企業の継続性を見据えた支援事業を実施する。 

▶相模原市発展のための重点事業

人口減少に直面する地域経済の活性化には、都市機能の再生や稼ぐ産業の育成、若者・女性を惹き

つける雇用の創出等、「地域の経済循環」を強く、太くする取り組みが重要。このため、まちづくりに

向けた官民連携の体制強化や地域資源を活かした観光振興や付加価値創出に向けた地域資源の磨き

上げなど、地域の稼ぐ力を高めることが不可欠である。リニア中央新幹線の神奈川県駅（仮称）の工

事が進む中、開通を見据えた将来のビジネスや観光需要等の機会拡大とともに、道の駅整備事業の促

進や近隣経済団体との連携促進が重要となる。この他、地域総合経済団体として有益な施策等の実現

に向けた要望活動を実施し、地域経済の発展に繋げる取り組みを行う。 

▶商工会議所機能の基盤強化

地域経済の活性化を推進していくためには、商工会議所が中核的な存在となり、行政と支援機関が

一体となった活動を展開していくことが重要である。そのためには、地域総合経済団体である商工会

議所自身の機能強化が不可欠となることから、人材の確保・育成・定着や会員増強等の運営に係る課

題解決に向けた取り組みを行う。 

また、組織・財政基盤の強化を図るために、事業収入（収益事業）の強化と事務事業の効率的な運

営の徹底に取り組むとともに、商工会館再整備のあり方についても検討を進めていく。 

３．重点的活動 

前項「事業の方針」を踏まえ、令和８年度は次に示す「７つのアクション」を重点的に実行する。 

Action１ 「強い企業」への成長を促し、中小・小規模事業者の稼ぐ力を強化 

Action２ 経営課題の克服に向けた挑戦を支援 

Action３ 連携・交流で新価値を創出 

Action４ 持続可能な都市機能で地域経済循環を推進 

Action５ 提言・要望で地域経済の将来を描く 

Action６ 会員限定サービスの推進 

Action７ 商工会議所の機能強化  

７つの重点的活動 
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Action１ 「強い企業」への成長を促し、中小・小規模事業者の稼ぐ力を強化

複雑化・多様化する中小・小規模事業者の経営課題に対応していくため、相談体制を整備しながら、補

助金申請、経営改善、経営革新をはじめ、社会情勢等の変化に必要な DX 推進や省力化・生産性向上への

投資等、その他活動を支援する。 

《主な事業・業務》 

１．経営発達支援事業 

・物価高騰、賃上げ、価格転嫁、ＤＸ化等の様々な事業環境変化に対する企業の収益力改善、経営課

題に対する支援（経営相談・マル経融資の推進）

・小規模事業者経営改善資金（マル経融資）による伴走支援の推進

・支援機関等との連携強化による実行支援

２．各種補助金・優遇制度の活用支援 

・小規模事業者持続化補助金、デジタル化補助金、

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金による補助金等活用事業【新規】

・経営力向上計画、先端設備導入計画、経営革新計画の作成支援

３．小規模事業者等を中心とした相談体制の強化促進 

４．デジタル化を活用した生産性向上支援事業 

・啓発セミナー（DX・AI 活用等）の実施、専門家派遣相談

・DX 人材育成事業

５．創業支援事業 

・創業ゼミ、専門相談（創業経営革新相談・ハンズオン相談）等

６．海外展開支援事業 

・ジェトロと連携した情報発信及び販路開拓支援

Action２ 経営課題の克服に向けた挑戦を支援

「人材の確保・育成・定着」や「事業承継」をはじめ、「持続的な賃上げ」「脱炭素社会への対応」など

中小企業が対応に迫られている課題の解決にむけた事業や要望活動の実施など各種取り組みを行う。 

《主な事業・業務》 

１．人材確保支援事業 

・大卒等若年者採用等の人材採用及び定着に関する支援

・外国人材の受入等や国際化への対応支援

２．人材育成・定着支援等事業 

・新入社員研修、若手社員フォローアップ研修等社員の能力向上にかかる研修

・中小製造業技術者育成支援

・ＩＳＯ認証規格に関する養成講座の実施

・日商・東商検定試験を活用した人材育成支援

・働き方改革支援（労働局、働き方改革促進支援センター等との連携）

３．事業承継支援事業 

・事業承継・引継ぎ支援センター、日本公庫等専門機関と連携したネットワーク形成・気づき促進・

プッシュ型支援

・後継者育成や企業の磨上げに対する当所支援メニュー（融資・補助金等）と連携したワンストッ

プ対応

４．カーボンニュートラル、ＳＤＧｓ等の推進に向けた取り組み支援 

・省エネルギー対策支援（アドバイザー派遣等）

・さがみはら脱炭素ロードマップに則した支援

・SDGs 対応支援

５．健康経営の普及・促進および経済産業省認定の推進 

・「健康経営優良法人」の取得支援 
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Action３ 連携・交流で新価値を創出  

会員企業のネットワークを活かした交流事業や部会活動等、積極的な企業交流の機会を図る。 連

携・協働を推進し、ビジネスマッチングを通じて新たな価値の創出を図るとともに、行政及び支援

機関との連携体制を構築し、地域一体となった産業振興活動を展開する。 

《主な事業・業務》 

１．ビジネスマッチングや販路拡大等に関する事業 

・ものづくり受発注商談会

・町田・八王子・相模原商工会議所連携マッチング事業

・首都圏商工会議所連携ビジネス交流会

・きぎょう情報交換会（藤沢・大和 CCI 共催事業）

・ザ・ビジネスモール

２．部会推進事業 

・各業界の課題解決に伴う事業（セミナー、視察等）

・官民連携の推進に向けた行政との意見交換会

３．商工会議所内部団体との連携推進 

４．ロボット産業活性化事業 

・ロボット企業の育成と連携の強化、県特区制度の活用等

５．航空宇宙産業の促進【新規】 

・航空宇宙産業の育成と連携の強化

６．役員議員海外視察研修会・役員議員懇談会【新規】 

・相模原地域及び海外経済状況についての情報収集・提供

７．地区別会員交流会 

８．相模原お店大賞事業実施内容の充実化 

９．観光土産品の創出に向けた検討について【新規】 

10. 商店街販売促進支援事業 

11. 相模原市及び支援機関【（公財）相模原市産業振興財団、㈱さがみはら産業創造センター】との綿

密な連携体制の構築による産業振興活動の展開 

12. 近隣経済団体等との連携事業の推進（津久井地区青年部・青工研交流事業）【新規】

Action４ 持続可能な都市機能で地域経済循環を推進

持続可能な都市機能や稼ぐ産業の育成、若者・女性を惹きつける雇用の創出等、「地域の経済循環」

を推進するとともに、リニア中央新幹線の開業を見据え、投資を呼び込む社会資本整備、企業誘致、

地域資源を活かした観光振興や付加価値創出に向けた都市の機能強化と魅力向上に関わる各種活動

を行う。 

《主な事業・業務》 

１．地域づくり・まちづくり等の促進 

・広域交流拠点のまちづくりなどに関する情報交換会等の実施

・リニア中央新幹線神奈川県駅（仮称）周辺の開発におけるまちづくりの促進（JR 東海連携）

・地元企業が参画する PPP/PFI 促進支援

・中心市街地活性化事業（相模大野駅周辺および橋本駅周辺商店街）の促進

・商店街地域貢献活動および商店街加入促進事業の促進

・橋本駅周辺における地下空間を有効活用した（仮）橋本バスタの整備計画の促進

２．観光振興に向けた取り組み支援 

・道の駅整備事業の促進【新規】

・相模原市や市観光協会等との連携による地域資源を活用した観光振興の促進

・近隣市町村等と連携した広域観光の促進

・シティプロモーションの促進

（ホームタウンチームとの連携、映像の力でさがみはらを元気にする条例への協力【新規】）
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Action５ 提言・要望で地域経済の将来を描く 

刻々と変化する経済・社会情勢に対応するため、常に会員企業の経営状況について、調査やヒアリ

ングを行う。また、現場の実情に即した政策提言を積極的に展開するとともに、適宜、効果測定を行

い要望項目の実現に向けた継続的な活動を実施する。

《主な事業・業務》 

１．国・地方自治体等への積極的な意見・要望の実施 

・米国関税対応・物価高騰、賃上げ等社会情勢への対応に関する要望

・中小企業支援および市内優先発注等に関する要望

・都市基盤等の整備促進に対する要望（橋本駅南口、相模原駅北口、淵野辺駅南口、麻溝台・新磯

野地区など）

・市内公共施設等における公衆無線ＬＡＮ（Free Wi-Fi）の環境整備の一層の促進など観光振興を

含めた産業振興に関する要望

・小田急多摩線の延伸、幹線道路など交通網の整備促進に対する要望

・税制改正に対する要望 他

２．「パ－トナーシップ構築宣言」の一層の推進 

３．地域経済動向関連調査の活用促進 

・景気観測調査、日商ＬＯＢＯ調査等

４．会員サービス等に係るニーズ調査 

Action６ 会員限定サービスの推進 

会員企業の稼ぐ力の強化や経営安定を図るために、当所が実施している各種会員限定サービスや地域経

済情報等を会員企業へいち早く提供し、会員メリットや会員満足度の向上を図る。 

《主な事業・業務》 

１．各種共済・保険制度の普及促進 

２．市内診療機関との連携による会員割引健康診断 

３．プレスリリース配信「ワイヤーサービス」の提供 

４．WEB セミナーの推進 

５．優良従業員等表彰事業 

６．広報を活用した情報発信（会員情報等） 

Action７ 商工会議所の機能強化

商工会議所のプレゼンスの強化を図るために、各種メディアを通じた商工会議所活動の見える化や

情報発信力の強化に取り組む。また、商工会議所組織の安定と財政の健全化を図るとともに、商工会

議所自身のデジタル化、省力化の推進や多様な働き方の検討を行う。 

その他、日商・全国商工会議所と連携を図りながら、各種事業に取り組み機運醸成を図る。 

（GREEN×EXPO2027、KOUGEI EXPO in KANAGAWA、被災地支援等） 

《主な事業・業務》 

１．当所のＤＸ環境整備に向けたデジタル化対応の推進 

・当所基幹システムの強化（更新）【新規】

２．当所 BCP（事業継続）計画の更新改訂 

３．広報活動事業の拡充強化 

・地域放送局や地域紙、SNS を活用したメディアによる商工会議所事業等の PR

４．会員拡大運動の積極的な展開 

・(公財)相模原市勤労者福祉サービスセンター（あじさいメイツ）と連携した会員増強

５．財政健全化に向けた具体的な取り組み（収益事業強化等） 

６．業種団体が実施する事業に対する助成支援 

７．商工会館本館の着実な解体処理及び今後の商工会館のあり方検討【新規】 
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８．相模原市関係部局との意見交換の実施（経済対策、要望関連等） 

９．関係団体と商工会議所との意見交換会等の開催 

10．事務局のコンプライアンス体制強化の推進 

・定期的なコンプライアンス研修の実施

11．変化に対応できる事務局職員の人材育成・確保及び事務局体制の強化 

・職員人材育成方針の策定【新規】

・日商・関商連・県連等による各種職員研修の強化

12．各種法改正等に対応するための諸規定の整備 

13．各種共済・保険制度の普及活動の強化による収入の確保・充実【新規】 

14．GREEN×EXPO2027（国際園芸博覧会）、KOUGEI EXPO in KANAGAWA（伝統的工芸品月間

国民会議全国大会神奈川大会）に関する協力【新規】 

6



相模原商工会議所

令和８年度

収 支 予 算 書 

7



  （単位:千円）

本年度予算額 前年度予算額 比較増減（△）

１　一 般 会 計 450,181 451,405 △ 1,224

（１） 内部団体活動予算（※） 35,300 － 35,300

２　特 別 会 計 1,192,300 953,980 238,320

（１） 599,500 598,880 620

（２） 331,900 334,100 △ 2,200

（３） 23,600 21,000 2,600

（４） 237,300 － 237,300

合    計  （１＋２） 1,642,481 1,405,385 237,096

259,700 31,080 228,620

差 引 予 算 額 純 計 1,382,781 1,374,305 8,476

※令和８年度より、一般会計収支予算の中に内部団体（青年部、女性会、都市産業研究会、相模原市青年
工業経営研究会、近未来技術研究会）の収支予算を含めています。

会      計     名

令和８年度

収   支   予   算   書

自  令和８年４月  １日

至  令和９年３月３１日

令和８年度  予  算  総  括  表

特定退職金共済事業特別会計

積立金特別会計

退職給与積立金特別会計

商工会館本館解体工事特別会計

一般・特別会計重複分
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